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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両の衝突を阻止するための方法であって、
　一方では車両の周囲、他方では車両の運動量をセンサによって検出する方法において、
　センサ（２．１，２．２，２．３，２．４，２．５）の出力信号から優先交通違反度（
Ｖ）および衝突危険度（Ｋ）を導出し、
　優先交通違反度と衝突危険度との組合せから危険段階（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ）
を検出し、
　それぞれ検出された危険段階（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ）に依存して衝突危険性を
低減するために所定のステップを開始する、
　ただし前記優先交通違反度は、自車の運動データに基づき検出され、自車に優先交通権
がない場合に優先交通に違反する危険性を表わすパラメータであり、
　前記衝突危険度は、自車と他車との衝突が発生する確率を表わすパラメータであり、
　前記危険段階は、前記優先権違反度に対する値と、前記衝突危険度に対する値との組合
わせから求められた値である、
ことを特徴とする方法。
【請求項２】
　請求項１記載の方法において、優先交通違反度（Ｖ）と衝突危険度（Ｋ）を危険性に依
存して等級付け、優先交通違反度（Ｖ）と衝突危険度（Ｋ）との組合せで危険段階（Ａ，
Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ）の危険性に依存する等級付けが行われるようにする。
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【請求項３】
　請求項１または２記載の方法において、衝突危険性を低減するために前もって設定可能
なステップを危険性に依存して等級付ける。
【請求項４】
　請求項１から３までのいずれか１項記載の方法において、衝突危険性を低減するための
ステップは、運転者への警告、車両システムを目前に迫る使用に対して準備すること、操
舵システム、制動システムおよび機関制御システムへのアクティブな介入、並びに乗員保
護システムのアクティベートを含む。
【請求項５】
　請求項１から４までのいずれか１項記載の方法において、運転者への警告は光学的、音
響的および触覚的信号によって行う。
【請求項６】
　請求項５項記載の方法において、触覚的信号は車両（２）のアクセルペダルおよび／ま
たはステアリングコラムの振動を含む。
【請求項７】
　請求項１から６までのいずれか１項記載の方法において、車両（２）の周囲状況および
車両（２）の運動量を搭載センサ（２．１，２．２，２．３，２．４，２．５）によって
検出する。
【請求項８】
　請求項１から７までのいずれか１項記載の方法において、車両（２）の周囲状況を少な
くとも１つのビデオシステム（２．１）によって検出する。
【請求項９】
　請求項１から８までのいずれか１項記載の方法において、車両（２）の周囲状況を付加
的に少なくとも１つのレーダシステム（２．２）によって検出する。
【請求項１０】
　請求項１から９までのいずれか１項記載の方法において、車両（２）の運動量を複数の
センサにより、とりわけ車輪回転数センサ（２．３）、ヨーイング速度センサ（２，４）
および操舵角センサ（２．５）により検出する。
【請求項１１】
　請求項１から９までのいずれか１項記載の方法において、
　優先交通違反度（Ｖ）を、少なくとも１つのビデオシステム（２．１）によって検出さ
れた周囲状況、例えば車線経過、交通標識、信号機状況、および自車（２）の運動量、例
えば走行速度、車両加速度、並びに検出された運転者意思から検出する。
【請求項１２】
　請求項１から１１までのいずれか１項記載の方法において、
　衝突危険度（Ｋ）を、搭載ビデオシステム（２．１）および／またはレーダシステム（
２．２）によって獲得された、横方向交通を形成する他車（３，４）の運動量、並びに別
のセンサシステム、例えば車輪回転数センサ（２．３）、ヨーイング速度センサ（２．４
）、操舵角センサ（２．５）から獲得された自車（２）の運動量から検出する。
【請求項１３】
　対面交通および右左折交通時に車両の衝突を阻止するための方法であって、
　一方では車両の周囲状況を、他方では車両の運動量をセンサによって検出する形式の方
法において、
　センサ（２．１，２．２，２．３，２．４，２．５）の出力信号から注意度（Ａ）およ
び衝突危険度（Ｋ）を導出し、
　注意度（Ａ）と衝突危険度（Ｋ）との組合せから危険段階（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，
Ｇ）を検出し、
　それぞれ検出された危険段階（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ）に依存して衝突危険性を
低減するための所定のステップを開始する、
　ただし前記注意度は、変化する周囲状況に対する運転者の応答を表わすパラメータであ
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り、
　前記衝突危険度は、自車と他車との衝突が発生する確率を表わすパラメータであり、
　前記危険段階は、前記注意度に対する値と、前記衝突危険度に対する値との組合わせか
ら求められた値である、
ことを特徴とする方法。
【請求項１４】
　請求項１３記載の方法において、注意度（Ａ）と衝突危険度（Ｋ）を危険性に依存して
等級付け、注意度（Ａ）と衝突危険度（Ｋ）の組合せで危険性に依存する危険段階（Ａ，
Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ）を形成する。
【請求項１５】
　請求項１３または１４記載の方法において、衝突危険性を低減するための所定のステッ
プを危険性に依存して等級付ける。
【請求項１６】
　請求項１３から１５までのいずれか１項記載の方法において、
　衝突危険性を低減するためのステップは、運転者への警告、目前に迫った使用への車両
システムの準備、操舵システム、制動システムおよび機関制御システムへのアクティブな
介入、並びに乗員保護システムのアクティベートを含む。
【請求項１７】
　請求項１３から１６までのいずれか１項記載の方法において、運転者への警告を光学的
、音響的および／または触覚的信号により行う。
【請求項１８】
　請求項１７記載の方法において、触覚的信号は、車両のアクセルペダルおよび／または
ステアリングコラムの振動を含む。
【請求項１９】
　請求項１３から１８までのいずれか１項記載の方法において、車両（２）の周囲状況お
よび車両（２）の運動量を搭載センサ（２．１，２．２，２．３，２．４，２．５）によ
って検出する。
【請求項２０】
　請求項１３から１９までのいずれか１項記載の方法において、車両（２）の周囲状況を
少なくとも１つのビデオシステム（２．１）によって検出する。
【請求項２１】
　請求項１３から２０までのいずれか１項記載の方法において、車両（２）の周囲状況を
少なくとも１つのレーダシステム（２．２）によって検出する。
【請求項２２】
　請求項１３から２１までのいずれか１項記載の方法において、車両（２）の運動量を複
数のセンサ、とりわけ車輪回転数センサ（２，３）、ヨーイング速度センサ（２．４）、
および操舵角センサ（２．５）によって検出する。
【請求項２３】
　請求項１３から２２までのいずれか１項記載の方法において、
　注意度（Ａ）を、少なくとも１つの搭載ビデオシステム（２．１）によって検出された
周囲状況データ、例えば車線経過、交通標識、自車（２）の運動量、例えば走行速度、車
両加速度、並びに運転者の応答、例えばアクセルペダルまたはブレーキペダルの操作から
検出する。
【請求項２４】
　請求項１３から２３までのいずれか１項記載の方法において、
　衝突危険度（Ｋ）を、搭載ビデオシステム（２．１）および／またはレーダシステム（
２，３）によって獲得された、対面交通を形成する他車（３，４）の運動量、並びにさら
なるセンサ、例えば車輪回転数センサ（２．３）、ヨーイング速度センサ（２．４）、操
舵角センサ（２．５）により獲得された自車（２）の運動量から導出する。
【請求項２５】
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　請求項１から２４までのいずれか１項記載の方法を実施するための装置において、
　該装置は、周囲状況を検出するためのセンサ、例えば少なくとも１つのビデオシステム
（２．１）および場合により付加的に、少なくとも１つのレーダシステム（２．２）また
はライダーシステム、並びに車両（２）の運動量を検出するための複数のセンサ、例えば
車輪回転数センサ（２．３）、ヨーイング速度センサ（２．４）、操舵角センサ（２．５
）を含み、
　該装置はさらに、センサ（２．１，２．２）の出力信号を処理するための機能モジュー
ル（２０）、並びにセンサ（２．３，２．４，２．５）の出力信号を処理するための機能
モジュール（２２）を含み、
　該装置はさらに、優先交通違反度（Ｖ）を機能モジュール（２１，２２）の出力信号か
ら検出するための機能モジュール（２４）と、衝突危険度（Ｋ）を機能モジュール（２２
，２３）の出力信号から検出するための機能モジュール（２５）を含み、
　該装置はさらに、機能モジュール（２４，２５）の出力信号を処理するための機能モジ
ュール（２６）を含み、
　優先交通違反度（Ｖ）と衝突危険度（Ｋ）の組合せから危険段階（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ
，Ｆ，Ｇ）が検出され、
　該装置はさらに機能モジュール（２７，２８，２９，３０）を含み、当該機能モジュー
ル（２７，２８，２９，３０）は機能モジュール（２６）の出力信号により制御可能であ
り、
　当該機能モジュール（２７，２８，２９，３０）は危険段階（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ
，Ｇ）の形式に依存して、光学的、音響的および触覚的信号装置、乗員保護システム、お
よび車両（２）の機関制御部、制動装置および操舵装置を制御するための制御信号を送出
する。
【請求項２６】
　請求項１から２４までのいずれか１項記載の方法を実施するための装置において、
　該装置は、周囲状況を検出するためのセンサ、例えば少なくとも１つのビデオシステム
（２．１）および場合により付加的に、少なくとも１つのレーダシステム（２．２）また
はライダーシステム、並びに車両（２）の運動量を検出するための複数のセンサ、例えば
車輪回転数センサ（２．３）、ヨーイング速度センサ（２．４）、操舵角センサ（２．５
）を含み、
　該装置はさらに、センサ（２．１，２．２）の出力信号を処理するための機能モジュー
ル（２０）、並びにセンサ（２．３，２．４，２．５）の出力信号を処理するための機能
モジュール（２２）を含み、
　該装置はさらに、注意度（Ａ）を機能モジュール（２１，２２）の出力信号から検出す
るための機能モジュール（４４）と、衝突危険度（Ｋ）を機能モジュール（２２，２３）
の出力信号から検出するための機能モジュール（２５）を含み、
　該装置はさらに、機能モジュール（２４，２５）の出力信号を処理するための機能モジ
ュール（２６）を含み、
　注意度（Ａ）と衝突危険度（Ｋ）の組合せから危険段階（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ
）が検出され、
　該装置はさらに機能モジュール（２７，２８，２９，３０）を含み、当該機能モジュー
ル（２７，２８，２９，３０）は機能モジュール（２６）の出力信号により制御可能であ
り、
　当該機能モジュール（２７，２８，２９，３０）は危険段階（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ
，Ｇ）の形式に依存して、光学的、音響的および触覚的信号装置、乗員保護システム、お
よび車両（２）の機関制御部、制動装置および操舵装置を制御するための制御信号を送出
する。
【請求項２７】
　請求項２５または２６記載の装置において、
　ビデオシステム（２．１）レーダシステム（２．２）、並びにさらなるセンサ（２．３
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，２．４，２．５）は車両（２）に固定して配置されており、車両（２）は自分の運動量
と測定データを自車の周囲状況から自律的に検出することができる。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願人のＤＥ１９７３６７７４Ａ１から、自動車における情報指示方法が公知であり
、この方法により画像ベースの走行路追跡が可能である。このために車両に固定されたビ
デオカメラが設けられており、このビデオカメラは車両前方の走行路を交通標識も含めて
撮影する。ビデオカメラから送出されたビデオ信号は規則に反する走行状態について評価
される。規則に反する走行行動、例えば許容されない速度超過、または追い越し禁止道路
区間での追い越し過程が識別されると、警報信号が運転者に対して形成される。
【０００２】
　ＤＥ２９８０２９５３Ｕ１からも、交通標識を識別し、それをディスプレイに表示する
ための電子システムが公知である。
【０００３】
　同一出願人によるＤＥ２９９０２４５７Ｕ１からもさらに、ビデオ信号を発生するため
のカメラ装置を有する周囲状況識別装置が公知である。この装置は重なり合う視野を備え
る少なくとも２つのカメラを有している。これらのカメラは立体ビデオシーケンスを画像
処理ユニットに送出し、画像処理ユニットは３次元パターン識別と画像処理によって交通
標識を検出し、分類する。交通標識の他に、この装置は同時に車両前方を走行する車両な
いし前方に存在する車両を識別することができ、交通状況に応じて警報信号を出力し、な
いしは車両の動作状態にアクティブに介入する。この種のアクティブ介入として、発進お
よび停止時または渋滞走行時に車両のブレーキおよび機関制御部に介入する車間制御、ま
たは自動操舵制御が記載されている。
【０００４】
　ＵＳ６０４９２９５Ａ１から、交通標識のない交差点または見通しの悪い道路区間を走
行する車両間での衝突を阻止する方法が公知である。この方法は道路固定された装置と車
両に接続された装置を必要とし、これらの装置は無線を介して相互に接続される。
【０００５】
　ＤＥ１９８３０５４７Ａ１からさらに交差点警報システムが公知である。このシステム
も同様に道路側と車両側の装置に基づくものである。
【０００６】
　発明の利点
　本発明は、本出願人により公知のシステムをさらに発展させたものであり、右左折運転
時の優先交通違反および運転者エラーによる事故を回避するのを支援するものである。本
発明は、交通標識および信号機を車両自律的に識別し、他車とその運動パラメータを車両
自律的に識別し、並びに自車の運動パラメータを考慮することによって、優先交通違反の
程度および衝突危険度の程度、ないしは注目度と衝突危険度を検出することができ、これ
らかさらに危険段階を導出することができるという知識から出発するものである。導出さ
れた危険段階に依存して有利には切迫する衝突を回避するための対抗措置を取ることがで
きる。
【０００７】
　例えば危険度が比較的小さい場合には、運転者に対し光学的および／または音響的信号
によって危険状況について注意を喚起することができる。
【０００８】
　別の拡大段階では、ブレーキシューをブレーキディスクおよびブレーキドラムに当接す
ることにより（プレフィル）、および場合によりブレーキアシストの閾値をその有利な使
用に適合することにより車両の制動装置を準備することができる。
【０００９】
　さらに運転者の注意を触覚信号の出力により、例えば警報制動および／または機関のス
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ロットリングによりさらに高めることができる。
【００１０】
　操舵および／または制動を介しても車両運動を調整することができる。
【００１１】
　さらに非可逆的な乗員保護システム、例えばシートベルトテンショナおよびエアバッグ
を、変更可能な閾値の適合によってその有利な使用について準備することができる。
【００１２】
　さらに非可逆的乗員保護システムを乗員保護のためにトリガすることができる。
【００１３】
　図面
　本発明の方法および装置を図面に示された実施例に基づき説明する。
図１は、交差点での交通状況を示す概略図である。
図２は、交差点交通での衝突回避を説明するための第１のブロック回路図である。
図３は、右左折運転を伴う交通状況を示す概略図である。
図４は、右左折運転での衝突回避を説明するための第２のブロック回路図である。
【００１４】
　実施例の説明
　本発明の第１実施例を図１と図２に基づいて説明する。ここでは交差点領域での衝突を
回避できる。図１は概略的に示された交差点１での交通状況を示す。この交差点１ではそ
れぞれ２車線の道路が相互に交差する。東西方向に延在する道路では第１の車両２（自車
）が交差点１に接近する。南北方向に延在する道路では第２の車両３並びに第３の車両４
が対向して交差点に接近する。車両２では本発明の解決手段が実現されている。車両２に
はこのために多数のセンサシステムが装備されている。例えば車両２は少なくとも１つの
車両固定されたビデオシステム２．１を有し、このビデオシステムは検出領域２ａを備え
ている。さらに検出領域２ｂを備える車両固定されたレーダシステム２．２を設けること
ができる。ここで検出領域２ａ，２ｂは異なる距離で車両２の走行方向に伸長している。
ビデオシステム２．１は近距離領域を検出するためのものであり、レーダシステム２．１
はさらに離れた距離領域を検出するために設けられている。択一的にまたは付加的に赤外
線システムおよびライダーシステムを設けることができるが、これらはここには固有の参
照符号により示されていない。車両２はさらに別のセンサシステム、例えば車輪回転数セ
ンサ２．３、ヨーイング速度センサ２．４、並びに操舵角センサ２．５を備えており、こ
れらはすでに従来のＡＢＳシステムおよびＡＳＲシステムから公知である。
【００１５】
　図２は交差点交通での衝突回避を説明するためのブロック回路図である。周囲状況セン
サ系はビデオシステム２．１とレーダシステム２．２からなり、機能モジュール２０と接
続されている。この機能モジュールはこれら公知のシステムの出力信号を処理する。機能
モジュール２０は別の機能モジュール２１と接続されており、この別の機能モジュール２
１には機能モジュール２０の出力信号が供給され、この出力信号が走行路および交通標識
の識別のために評価される。
【００１６】
　さらに機能モジュール２０は機能モジュール２２と接続されており、この機能モジュー
ル２２には一方で機能モジュール２０の出力信号が、他方で別のセンサ、すなわちヨーイ
ング速度センサ２．４および操舵角センサ２．５の出力信号が供給される。機能モジュー
ル２は自車２の運動識別および運転者意思の識別に用いられる。さらに機能モジュール２
０は機能モジュール２３と接続されており、この機能モジュール２３は機能モジュール２
０の出力信号から横方向交通についての情報を獲得する。機能モジュール２１と２２は出
力側で別の機能モジュール２４と接続されており、この別の機能モジュール２４は優先交
通誤判断度の検出に用いられる。さらに機能モジュール２２は機能モジュール２３と共に
別の機能モジュール２５と接続されている。この機能モジュール２５は衝突危険度の検出
に用いられる。機能モジュール２４と２５はさらに機能モジュール２６と接続されており
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、この機能モジュール２６は危険段階の検出に用いられる。機能モジュール２６の出力側
は複数の機能モジュール２７，２８，２９，３０と接続されている。ここで機能モジュー
ル２７は光学的、音響的、触覚的シグナリングに用いられる。機能モジュール２８は乗員
保護システムを制御し、機能モジュール２９は機関制御部に影響を与える。最後に機能モ
ジュール３０はブレーキシステムに作用する。
【００１７】
　以下、交差点領域における衝突阻止のための方法を詳細に説明する。交差点１に接近す
ると車両２のビデオシステム２．１は交通標識、および信号機が存在する場合にはその光
信号を検出する。付加的に走行路縁部の経過、および相応のマーキングまたは同等の境界
が存在する場合には車線の経過も検出する。ビデオシステム２．１の出力信号は機能モジ
ュール２０で処理され、機能モジュール２１で評価される。ビデオシステム２．１の出力
信号の評価により、車両２がどの車線でどのように交差点１に接近しているかが識別され
る。さらにどのような交通規則を場合により存在する交通標識が規定し、信号機がどの信
号位置を有しているかが識別される。図１に第２の車両３および第３の車両４により示さ
れるように南北方向に横方向交通が存在すれば、この車両３，４も同様にビデオシステム
２．１および場合により付加的に設けられたレーダシステム２．２により検出される。前
記システムの出力信号は機能モジュール２０により処理され、機能モジュール２３により
評価される。横方向交通にあるこの種の車両３，４の評価の他に付加的に来られた車両の
運動パラメータ、例えば速度、加速度並びに場合により並進運動量と回転運動量を検出す
る。これらの測定データにより車両２は、車両３，４の将来的走行行動を大きな信頼性を
以て予測することができる。さらに別の車両固有のセンサ、例えば車輪回転数センサ２．
３、ヨーイング速度センサ２．４、操舵角センサ２．５、並びに機能モジュール２２によ
って自車２の運動状態と運転者意思が求められる。
【００１８】
　例えば右左折意思を、運転者により以前に操作された走行方向指示器の位置または車線
経過に関連する予測的車両運動に基づいて識別することができる。このことは、交通信号
機により交通整理される交差点ではしばしば複数の走行方向が１つの車線を分け合い、こ
の異なる方向に対して信号が異なることもあり得るので有利である。例えば信号機が右折
車に対して緑であり、他の走行方向に対しては赤を指示することがある。機能モジュール
２１は機能モジュール２０の出力信号から、交差点１に接近する自車２が優先交通権を有
するか否かを検出する。ここで例えば、自車２が優先交通権を有していないことが判明す
れば、機能モジュール２４で機能モジュール２１と２２の出力信号から優先交通違反度が
検出される。この優先交通違反度は自車２の運動データ、例えば接近速度と加速度、並び
に交差点１までの車両２の距離から検出される。ここでは付加的に運転者の反応、例えば
ステアリングの切れ角、アクセルペダルまたはブレーキペダルの操作等が考慮される。さ
らに横方向交通の存在（車両３，４）が交差点１の領域で識別されると（機能モジュール
２３）、自車２と他車３，４の運動データ、すなわち機能モジュール２２，２３の出力信
号から、機能モジュール２５で衝突危険度が検出される。この衝突危険度は実際には、自
車２と他車３，４とが衝突する確率に対する尺度である。
【００１９】
　ここで各計算時点では自車２と他車３，４との間隔および運動量が測定値から検出され
る。これらのデータによって関与する車両２，３，４の運動軌道が予測される。ここでは
とりわけ、車両２，３，４が異なる運動自由度を有することができることを考慮する。す
なわちこれらの車両は縦方向および／または横方向に加速することがある。前提とされる
快適限界の枠内で、すなわち車両常客に対して許容可能な限界値の枠内で、縦方向では２
．５ｍｓ－２までの加速度値が、横方向では５ｍｓ－２までの加速度値が前提とされる。
このことにより関与する車両が将来の時点で存在し得る領域の大きさが予測時間と共に増
加する。
【００２０】
　衝突危険度の計算に対して特に有利な方法は、関与する車両の将来的存在領域の重なり
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合い率を比較する。衝突危険度の検出に対する別の有利な方法では、他車３，４の存在領
域に入り込む自車２の可能な運動軌道を除去する。この衝突危険度によって、残っている
軌道の数と、付加的に各潜在的走行操縦に対してもたらすべき加速度が評価される。この
加速度が大きければ危険性も高く、従って衝突危険度も高くなる。すでに上に述べたよう
に、優先交通違反度も同等の視点から検出される。しかしここで考察すべき状況はより単
純である。なぜなら交通標識および／または信号機は位置固定された対象物だからであり
、その空間的広がりはせいぜいのところ停止線を含むだけだからである。
【００２１】
　所定の制御機構を用いて、衝突危険度と優先交通違反度から機能モジュール２６で自車
２に対する危険段階が検出される。検出された危険段階は対抗措置に配属される。この対
抗措置は機能モジュール２７，２８，２９，３０により実行される。例えば優先交通違反
度が所定値１よりも大きな値２に達するとする。同時に衝突危険度が所定値３よりも大き
な値に達するとする。優先交通違反度と衝突危険度とのこの組合せは危険段階Ａに分類さ
れる。危険段階Ａを検出したことに対する応答として、本発明の実施例では運転者に対し
衝突が切迫していることが警告される。この種の警告は機能モジュール２７により発せら
れる。運転者に優先交通違反と、このことにより惹起される衝突の危険を警告するために
ここでは種々の知覚チャネルが使用される。運転者は一方では音響的信号、例えば信号音
または人工音声により警告される。さらに運転者は、光学的信号例えば警報ランプにより
、または人工的交通標識をディスプレイ、とりわけヘッドアップディスプレイに指示する
ことにより警告を受け取ることができる。さらに運転者には触覚的信号、例えばアクセル
ペダルまたはステアリングコラムの振動により警告を与えることができる。
【００２２】
　運転者への警告を別にしても、車両２を切迫する非常事態に対して早期に準備すること
ができる。例えば危険段階Ｂでは制動過程を、ブレーキシューの当接（プレフィル）およ
び／またはブレーキアシストの閾値の変更によって準備することができる。これに対して
は機能モジュール３０が担当する。
【００２３】
　危険段階Ｃでは、機能モジュール２８により乗員保護システム、例えばエアバッグおよ
びシートベルトテンショナのトリガ閾値が、感度が比較的に高くなるように変更される。
【００２４】
　危険段階Ｄでは、機能モジュール２７によって機関制御部への介入が行われ、機関の駆
動トルクが低減される。
【００２５】
　危険段階Ｅでは、機能モジュール３０を介してブレーキ制御部への介入が行われ、まず
警告制動がトリガされ、これにより運転者の反応準備性を制動過程に集中させる。ポジテ
ィブな副作用として、この際に車両の運動エネルギーの一部をすでに奪うことができる。
【００２６】
　危険段階Ｆでは、機能モジュール２８のスイッチオンの下で可逆的乗員保護システム、
例えばシートベルトテンショナがトリガされる。
【００２７】
　最後に危険段階Ｇでは、車両運動自体を強力に制御する。運転者が例えば一時停止標識
に接近する際、または赤信号に接近する際に速度を低下しなければ、機能モジュール２９
と３０の共働作用によって車両を強力に制動し、またはそれ以上に静止状態にもたらす。
このことはとりわけ、優先交通権利のある横方向交通が自車２との衝突コースに存在する
場合に当てはまる。
【００２８】
　ここでは実施例を簡単にすることも本発明の枠内である。例えば比較的少数の危険段階
を定義することもできる。
【００２９】
　危険段階に対する応答の種類と数も低減することができる。例えば応答は運転者への警



(9) JP 4309843 B2 2009.8.5

10

20

30

40

50

告だけに、または準備手段に、または直接的介入に、またはそれらの任意の組合せに制限
することができる。
【００３０】
　図３と図４に基づいて本発明の第２実施例を説明する。この第２実施例では出会い交通
での衝突回避が行われる。
【００３１】
　図３は、概略的に示された交差点１での交通状況を示す。この交差点ではそれぞれ２車
線の道路が相互に交差する。東西方向に経過する道路の右車線では第１の車両２（自車）
が交差点１に接近し、南北方向に経過する道路での走行を継続するために対向走路を越え
て左折しようとする。東西方向に経過する道路の左車線では第２の車両３および第４の車
両４が走行している。車両４は交差点１をすでに去っているが、車両３は車両２に対する
出会い交通で交差点１に接近している。車両２には本発明の解決手段が実現されている。
車両２にはこのために多数のセンサシステムが装備されている。車両２は、検出領域２ａ
を備える車両固定されたビデオシステム２．１と、検出領域２ｂを備える車両固定された
レーダシステム２．２を有する。検出領域２ａ，２ｂは車両２の走行方向に異なる距離で
伸長している。ビデオシステム２．１は近距離領域を検出するためのものであり、レーダ
システム２．２はさらに離れた領域を検出するために設けられている。択一的にまたは付
加的に赤外線システムまたはライダーシステムを設けることができるが、これらはここに
は固有の参照符号によって図示されていない。車両２はさらに別のセンサシステム、例え
ば車輪回転数センサ２．３、ヨーイング速度センサ２．４、並びに操舵角センサ２．５を
有し、これらは従来のＡＢＳシステムおよびＡＳＲシステムからすでに公知である。
【００３２】
　図４は、右左折運転での衝突回避を説明するためのブロック回路図である。周囲状況セ
ンサはビデオシステム２．１とレーザシステム２，２からなり、機能モジュール２０と接
続されている。この機能モジュール２０は前記ステムの出力信号を処理する。機能モジュ
ール２０は別の機能モジュール２１と接続されており、この機能モジュール２１には機能
モジュール２０の出力信号が供給され、これらの出力信号を車線および交通標識の識別の
ために評価する。さらに機能モジュール２０は機能モジュール２２と接続されており、こ
の機能モジュール２２には機能モジュール２０の出力信号と、別のセンサ、すなわち車輪
回転数センサ２，３、ヨーイング速度センサ２．４および操舵角センサ２．５の出力信号
が供給される。機能モジュール２２は自車２の運動と、運転者意思に識別に用いられる。
最後に機能モジュール２０は機能モジュール２３と接続されており、この機能モジュール
２３は機能モジュール２０の出力信号から対面交通に関しての情報を受け取る。機能モジ
ュール２１と２２は出力側で別の機能モジュール４４と接続されている。この機能モジュ
ール４４は注意度Ａの検出に用いられる。さらに機能モジュール２２は機能モジュール２
３と共に別の機能モジュール２５と接続されており、この機能モジュール２５は衝突危険
度の検出に用いられる。出力側で機能モジュール２６は複数の機能モジュール２７，２８
，２９，３０と接続されている。ここで機能モジュール２７は光学的、音響的、触覚的信
号出力に用いられる。機能モジュール２８は乗員保護システムを制御する。機能モジュー
ル２９は機関制御部を制御する。機能モジュール３０は車両２の制動システムに作用する
。
【００３３】
　以下、右左折運転での衝突阻止方法を詳細に説明する。交差点１に接近すると車両２の
ビデオシステム２．１は交通標識と、場合により存在する信号機の光信号を検出する。付
加的に走行路縁部の経過、および相応のマーキングまたは同等の境界が存在する場合には
車線の経過も検出される。ビデオ信号２．１の出力信号は機能モジュール２０で処理され
、機能モジュール２１で評価される。ビデオシステム２．１の出力信号を評価することに
より、車両２がどの車線でどのように交差点１に接近しており、場合により存在する交通
補湯式がどのような交通規則を定めており、信号機がどの信号位置を有しているかが識別
される。東西方向に延在する道路に、図３に第２の車両３および第３の車両４により示す
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ように対面交通が存在すれば、これらの車両３，４も検出領域２ａ，２ｂ内に存在すれば
同様に車両２のビデオシステム２．１とレーダシステム２．２により検出される。図３で
は第２の車両３が検出される。第３の車両４はすでに検出領域２ａ，２ｂ外にあり、従っ
て車両２の搭載ビデオシステム２．１およびレーダシステム２．２により検出することは
できない。しかしこのことはいずれにしろ必要ない。なぜなら、車両４はすでに対向方向
で交差点１から離れており、車両２，３が衝突する危険は全くないからである。
【００３４】
　前記システムの出力信号はモジュール２０により処理され、機能モジュール２３に８よ
り評価される。この種の車両３が対面交通に存在することだけでなく、付加的にこの車両
の運動パラメータ、例えば速度、加速度、並びに場合により並進運動量、回転運動量が検
出される。これらの測定データにより車両２は、車両３の将来的走行行動を大きな信頼性
を以て予測することができる。さらに別の搭載センサ、例えば車輪回転数センサ２．３、
ヨーイング速度センサ２．４、操舵角センサ２．５並びに機能モジュール２２によって、
自車２の運動状態と運転者の意志が検出される。例えば右左折意思を、運転者により前も
って操作された走行方向指示器の位置または検出された走行路経過に対しての予測的車両
運動に基づいて識別することができる。
【００３５】
　センサから出力された出力信号に基づいて、対向車線を越える左への左折意思が識別さ
れ、付加的に対面交通で車両３が接近していることが検出されると、機能モジュール２５
で機能モジュール２２と２３の出力信号から衝突危険度が導出される。ここではとりわけ
２つの車両２と３の間隔、それらの速度および加速度が考慮される。運転者応答、例えば
制動または加速、および自車の車線経過についての情報並びに優先道路の経過から、注意
度Ａが検出される。この注意度は、運転者が変化する状況に応答したか否かを指示する。
例えば対向走行路を越える左折過程時に対面交通が現れると、自車２の運転者はこのこと
により発生する危険性を識別し、車両２をアクセスペダルからの足の離しおよび／または
ブレーキペダルの操作により制動することができる。付加的に運転者はハンドルを切るこ
ともできる。
【００３６】
　このようにして装置が衝突の危険性を識別しても車両２は危険なしに交差点に進入する
ことができる。このような状況においては注意度が大きい。なぜなら装置の応答要求が運
転者の実際の応答による速度の低下および／または回避運転に従い十分にカバーされるか
らである。ここで装置の応答要求は危険なしで走行可能な、すなわち衝突しない軌跡を指
向する。具体的な例では、注意度に対する値は次のことにより検出される。すなわち遅延
の目標値を車両の遅延の実際値から減算し、重力加速度に正規化することにより検出され
る。同じ方法手段は加速度変化にも適用することができる。所定の規則を用いることによ
って、衝突危険度と注意度から機能モジュール２６で自車２に対する危険段階が検出され
る。例えば衝突危険度Ｋが第１の値１より大きく、注意度が値２より大きければ、危険段
階Ａに達する。所定の危険段階には前もって定義された対抗措置が割り当てられ、この対
抗措置は機能モジュール２７，２８，２９，３０により実行される。危険段階Ａが検出さ
れたことへの応答としてこの第２実施例では、対面交通で接近中の車両３との衝突が迫っ
ていることが運転者に警告される。この種の警告は機能モジュール２７によって実行され
る。
【００３７】
　運転者に優先交通違反およびそれにより惹起される衝突の危険について警告するために
、種々の警告知覚チャネルが使用される。運転者は一方では音響的信号、例えば信号音ま
たは合成音声により警告される。さらに運転者は光学的信号、例えば警報ランプにより、
または危険な交通標識をディスプレイ、とりわけヘッドアップディスプレイに表示するこ
とにより警告を受けることができる。さらに運転者には触覚的信号、例えばアクセルペダ
ルまたはステアリングコラムの振動により警告することができる。
【００３８】
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　運転者への警告を別にしても、車両２を早期に切迫する非常状況に対して準備すること
ができる。例えば危険段階Ｂでは制動過程をブレーキシューの当接（プレフィル）および
／またはブレーキアシストの閾値の変更により準備することができる。このことは機能モ
ジュール３０が実行する。
【００３９】
　危険段階Ｃでは、機能モジュール２８によって乗員保護システム、例えばエアバッグお
よびシートベルトテンショナのトリガ閾値が、比較的感度が良くなるように変更される。
【００４０】
　危険段階Ｄでは機能モジュール２７によって機関制御部への介入が行われ、機関の駆動
トルクが低減される。
【００４１】
　危険段階Ｅでは機能モジュール３０を介して制動制御への介入が行われ、まず警告制動
がトリガされ、これにより運転者の応答準備性が制動過程に集中される。ポジティブな副
作用として車両から運動エネルギーの一部をすでに奪うことができる。
【００４２】
　危険男系Ｆでは機能モジュール２８のスイッチオンの下で、可逆的乗員保護システム、
例えばシートベルトテンショナがトリガされる。
【００４３】
　最後に危険段階Ｇでは、車両運動自体に強力に作用する手段が取られる。運転者が衝突
の危険が高いにもかかわらず速度を低下しなければ、機能モジュール２９と３０との共働
作用によって車両が強く制動されるか、または静止状態にまでもたらされる。
【００４４】
　ここでは実施例を簡単にすることも本発明の枠内である。例えば比較的少数の危険段階
を定義することもできる。
【００４５】
　危険段階に対する応答の種類と数も低減することができる。例えば応答は運転者への警
告だけに、または準備手段に、または直接的介入に、またはそれらの任意の組合せに制限
することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】図１は、交差点での交通状況を示す概略図である。
【図２】図２は、交差点交通での衝突回避を説明するための第１のブロック回路図である
。
【図３】図３は、右左折運転を伴う交通状況を示す概略図である。
【図４】図４は、右左折運転での衝突回避を説明するための第２のブロック回路図である
。
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